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l はじめに一一本書の特長一一
三事 雄
本書は，総合商社を事例として， 1990年代の日本大企業の経営「合理化J (リストラクチュア
リング)の問題性を，国際経営，経営管理，労務管理，国際人事管理，ジェンダー，企業労働，
労使関係などの多面的な視点から立体的に浮かび上がらせている。
日本大企業における 90年代の経営「合理化J は，企業集団の再編，持ち株会社の解禁による
組織の大改革などを特徴としており， 70年代・ 80年代の経営「合理化J とは質的に異なるもの
である。本書は，そうした90年代の経営「合理化」を事例研究によって丹念に解明し，問題提
起をおこなったという点において，学問的意義を有している。それゆえ，当書評では，本書が
中心的な研究課題としている総合商社の経営「合理化J とその下での労働・労使関係の変容と
いう今日的問題について考察をおこなうこととしたい。
まず，本書の研究フレームをみることをとおして，本書の特長について述べよう。
本書の大きな研究フレームは，守屋氏が 7 ページに論述しているように，前著『現代英国企
業と労使関係一一合理化と労働組合j (1997年)と同様で、あり，今回は日本の総合商社を事例と
して経営「合理化」の特質の解明を試みた点にある。前著では， 80年代英国企業の経営「合理
化J が，労使の力関係や法的規制に影響を受けながらも，国際競争圧力から，経営側に有利な
形で進行してきた点の解明をおこなっている。そして，在英日系製造企業の「日本的経営管理
技法j の展開をとおして，英国の労使関係の改変(シングル・ユニオン協定など)が進行した
事実の分析もおこなっている。他方，本書では，バブル経済の崩壊を背景として，日本大企業
集団の中核である総合商社が，その日本的経営体質から経営危機に至り，経営「合理化」を進
行させてゆく姿をリアルに描いている。
次に， もう一つの研究フレームワークは，守屋氏が本書 8 ページに述べているように，日本
企業社会の視点からのアプローチである。この点に関して，前著『現代英国企業と労使関係』
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では，英国の労働組合が，日本の労働組合のように労使一体化せず，一定の対立構造を，ジャ
パナイゼーションの進行下においても，維持しつづけていることを明らかにしている。これに
対して，本書では，総合商社を取り上げて，日本の労働組合が企業主義化し，労使一体化する
という日本企業の社会的特質を解明している。守屋氏は，総合商社において，海外駐在員とそ
の家族までもが，顧客の接待，送迎活動に，従事するなどの f日本企業社会」的特徴をあます
ところなく描き出して，欧米と日本との差異を示している。
そして，本書の大きなもう一つの特徴は，労働者の意識の問題をとりあつかっている点にあ
る。本書は， rはしがき j の 2 ページに述べられているように，制度や管理技法の変化が「働く
社員の気持ちJ (社会的心理)にいかなる影響を与えたのかを明らかにしている。守屋氏の前著
『現代英国企業と労使関係』が，経営経済学的手法によって分析されたのに対して，本書では，
経営経済学的分析とともに，経営社会学的分析を含めた学際的分析がおこなわれている。この
「働く社員の気持ち」の分析は，本書の随所において，展開されている。こうした労働者の意
識分析をとおして，労使が一体化し，労働者が家族共々，企業に統合される実態を総合商社に
ついて検討し，日本的労使関係が維持されてきた理由を究明している。
これまで，このような研究は，木元進一郎教授や長谷川虞教授によって代表されるように，
制度論的アプローチや階級論的アプローチによっておこなわれてきたが，本書では，それを個々
の労働者の意識レベルにまで掘り下げ， r擬似的コミュニティ J の概念を用いて，公式組織以外
の非公式組織における人的コミュニティの形成が，日本的労使関係の維持に貢献してきたこと
を主張している(121-123ページ)0 r擬似的コミュニティ」の分析視角は，今日の日本大企業
における経営の病理的組織体質の問題を解明する重要なカギとなるものであり，守屋氏によっ
て導きだされた独自の視点といえよう。本書では，企業という公式組織の中に，相互利益を守
る利益集合体である「擬似コミュニティ(派閥・学閥など)J が形成され，凝集d性を持っている
ことを指摘している。この「擬似コミュニティ」の方向性と企業の方向性が一致しているとき
は，労使が一体化し，企業を発展させるが，反対に，山一謹券などの「挺似コミニュテイ」の
維持と企業の発展・存続が，食い違うとき， r擬似コミュニティ j の存在によって，企業が倒産
する可能性もあることを示唆している。そのように考えるとき，守屋氏の主張する「擬似コミ
ュニティ J の存在は，日本企業の大きな課題であるといえよう。
2 本書の構成
本書の内容は，総合商社を事例として，経営管理全般にわたっており，まさに「管理・組織・
労働の経営学的研究J という副題がふさわしい。
本書の構成をみると，下記のような経営全般の管理から個別的管理技法にいたるまで経営管
理の階層的分析がなされ，その上で，それらの管理・組織の「合理化」下での労働・労使関係
の問題が取り扱われている。
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序論一一総合商社研究課題と分析一一
第 1 章 総合商社の危機問題一一総合商社危機に見る「日本的経営の体質的問題J
第 2 章総合商社の経営戦略と国際人事管理
第 3 章海外支店(海外現地法人)の人事管理と海外駐在員の労働・生活
第 4 章総合商社の組織改革
第 5 章総合商社の人事管理と企業労働
第 6 章総合商社の女性差別問題と抵抗運動
第 7 章総合商社の企業労働への一考察
結論一一総合商社は生き残れるか一一
補論総合商社と IT問題
本書の構成をf府轍しておこう。
まず，第 1 章は，総合商社の危機の構図を明らかにし，総合商社の経営上の問題点を整理し
て，企業集団の中でのその役割変化について言及している。
第 2 章から第 5 章までは，総合商社の危機を背景とした総合商社の経営戦略・国際経営戦略
に基づく国際的・国内的組織の再編と人事管理・国際人事管理の展開といった経営「合理化J
の実態が明らかにされている。その上で，経営「合理化J との関連から第 6 章では女性差別問
題，第 7 章では企業労働の今日的問題が提起されている。
そして，結章では，それまで本書において展開されてきた議論の到達点として，総合商社の
生き残り問題と再生の課題が提起されている。このように，本書は，単なる論文のょせ集めで
はなく，各章は，理論的な展開のうえで有機的に結ぴっき，全体として段階的に整理され一体
的な構成となっている。
では，次に，本書の分析視角を本書の序論を中心として，紹介・検討してゆこう。
3 本書の分析視角
守屋氏は，本書を執筆するにあたり，経営管理に関するわが国の諸研究を詳細に検討して，
種々示唆を得ている。特に，今回治教授と山崎敏夫博士の著作については，書評「技術・管理・
労働の経営学一一今回治著『現代自動車企業の技術・管理・労働j 1998年を読んで一一J (W産
業と経済J 第14巻第 2 号， 1999年 9 月)および書評「管理研究の方法と分析視角一一山崎敏夫
著『ドイツ企業管理史研究J 森山書店， 1997年一一J (W産業と経済J 第13巻第 1 号， 1998年 6
月)があり，その論評をとおして得るものが多かったように思われる。本書の分析視角は，こ
のような筆者のこれまでの基礎的な研究の累積の上に構築されたものであるといえよう。
本書の序論では，第 1 節「総合商社研究の歴史的展開と検討J において，これまでの関連す
る諸研究について整理をおこなうとともに，そこから第 2 節「本書の分析視角J と第 3 節「本
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書の研究課題J が摘出されている。そして，第 4 節では「本書の構成と内容J が示されている。
本書の分析視角の特長は，第一に，管理に対する点にあり，管理を管理技法のみならず，管
理制度，管理構造までも踏み込み多面的に解明していることである。
第二には，管理導入における分析視角である。これまでの諸研究では，日本大企業において，
どちらかというと新しい管理技法，管理制度が導入されるとき，なんの抵抗もなく，それが導
入されるかのような仮定にたって，その批判などが展開される場合が多かった。例えば，日経
連の提唱などをその実際上の展開や労使の対立を考慮にいれず，提唱自体をきもそれが実態と
して存在するかのように，批判する研究などである。本書の筆者は，このような経営管理の展
開をまず，実態において分析し，労使の力関係や対抗関係から考察するといった現実的で，か
っ経営経済学的研究にとって重要な分析視角を提起している。
この管理導入に対する労使関係を含む分析視角は，管理の研究における労使関係視点の必要
性を，われわれに改めて認識させるところであるが，守屋氏自身にとっては，すでに前著「現
代英国企業と労使関係J で鍛え抜かれた分析手法である。
第三に，組織に関する分析視角にも大きな特徴がある。本書では，組織をー企業にとどめず，
企業集団にまで広げて，関連・子会社までをも分析対象としている。この点は，石田和夫名誉
教授が提唱された企業労働に関する分析視角を受け継いで、おり，今日の大企業の経営活動を論
ずる上で欠かすことのできない分析視角である。実際の個別企業経営のケースステダィでは欠
落していることが多いが，国際会計基準の導入によって，子会社・関係会社との連結会計が進
んでいる今日，企業集団としての経営管理・人事管理の分析をおこなう必要性か極めて高くな
っているところである。
第四は，労働に関する分析視角である。この点は，すでに論述した点でもあるが，本書では，
労働者の状態(労働条件，労働内容など)や労働力構成とともに，労働者の意識の問題が分析
視角として，組み込まれている。「意識J という意味の世界の分析は，経営学領域においても，
経営社会学的アフ。ローチや経営心理学的アプローチによって，とりこまれてきたが，本書のよ
うに，経営経済学的アフ。ローチとともに，学際的な展開を，意欲的に試みた研究は類例が少な
い。守屋氏があえて，そのような学際的アプローチを志向した背景には，今日の労働者の「意
識の多様化J や「個の自立化J ， r 自己実現欲求」の高まりといった労働を取り巻く現実に，い
かに学問として接近してゆくかという現下の急務に応えようとしたとい点で評価できょう。
第 5 に，日本的経営管理に対する分析視角である。本書では，日本的経営管理の特徴として，
[人を企業に統合する管理=国際人事管理・人事管理]をあげ，国際人事管理・人事管理を詳
細に分析することによって，管理・技術・組織・労働の有機的結合体として企業を把握して，
全般的構造分析をおこなっている。守屋氏は，日本的経営管理については，前著の『現代英国
企業と労使関係』において， トヨタなどを事例として分析をおこなっており，そのような筆者
の研究から導き出された分析視角といえる。
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以上のように本書は，筆者の独自の分析視角に基づき経営学分野における今日的研究課題を，
総合商社を事例として，大胆に解明を試みた野心的な研究であると位置づけることができょう。
それでは，次に，慣例にならって，本書の概要を論述することをとおして，本書の中心課題
である総合商社を事例とした1990年代の日本大企業の経営「合理化」と労働・労使関係につい
て紹介・分析をおこなうこととしたい。
4 本書の概要一一総合商社の経営「合理化」と労働問題
まず，第 1 章では，総合商社の経営危機の背景として，多額の有利子負債と六大企業集団の
中での役割・機能の低下をあげている。そして，多額の有利子負債に見合うリスク・マネジメ
ント能力が欠落していると国際格付け機関に評価され，ますます総合商社が，厳しい状況に追
い込まれた実態を詳細に論じている。
こうした多額の有利子負債， リクスマネジメントの欠如，少な過ぎる純利益などの総合商社
の経営危機を招いた原因が，ダイエーや倒産したそごう，ゼネコンなどにも共通する 1990年代
の日本大企業における経営危機の根本問題であることも明らかにしている。
さらに，このような経営危機を背景として，総合商社の新経営戦略が立案されて，事業の「選
択と集中J が押し進められ，経営「合理化J が進行した。その結果，兼松のように総合商社か
ら専門商社へ転換する総合商社も生まれることとなったとしている。
新経営戦略下での事業の「選択と集中J は，国際経営事業戦略においてでは，ローカル化戦
略がとられ，より現地に密着した経営がおこなわれるようになっている(本書第 2 章)。また，
組織再編に関しては，総合商社では，持ち株会社解禁にあわせて，持ち株会社制度に移行しつ
つあり，さらに，国際会計基準の導入に対応して，子会社の整理・統合・廃止もおこなわれて
いる(第 4 章)。
このような総合商社の「選択と集中J による組織再編と国際事業のローカル化戦略は， 90年
代の日本大企業の共通した経営「合理化」策である。それゆえ，守屋氏の指摘する総合商社の
経営「合理化」の問題点の指摘は，日本大企業一般にも敷街することができ，その経営「合理
化」分析にも大きな示唆を与えるものであろう。
次に，こうした総合商社の経営「合理化」によって労働・労使関係がどのように変容したか
につき，本書の内容にそってみてゆこう。まず，国際事業のローカル化戦略では，現地人従業
員の増大による現地従業員の管理者・経営者への登用問題と海外駐在員のポスト問題がある。
特に，余剰海外駐在員の帰国後のポスト問題は，深刻といえよう(第 2 ・第 3 章)。また，持株
会社制度による組織再編は，企業別組合の「日本的労使関係制度」を揺るがすものであるとと
もに，本書において指摘しているように，同一企業集団でも，事業会社によって労働条件が大
きく異なる可能性を生みつつある(本書98ページ)。
総合商社の経営「合理化」によって，総合商社の従業員はより厳しい状況におかれるように
78 森川諜雄
なっている。一つは，より過酷な成果主義人事制度の導入による労働強化であり，大幅な人員
削減「リストラ J にある(第 5 章)。このような過酷な状況に対して，総合商社の労働組合が有
効に対応し，解雇規制をおこなっているとはいえない実態も本書において描かれている。
では，なぜ，総合商社の労働組合は，企業主義化したのであろうか。その点については，本
書の第 5 章において，民主的な労働組合活動家が攻撃されるなど経営側の各種の切り崩し工作
によって労働組合の体質が「労使協調J 路線に転換していった実態が描かれている。そして，
そのもとで「目標型管理制度j が導入され，今日の成果主義人事制度に到達してゆく実情を図
表等もまじえて歴史的に明らかにしている。
また，第 5 章では，従業員数の変化，女性労働の変化，男性ホワイトカラー労働者の労働変
化，さらに中高年管理者の労働変化についてもそれぞれ分析している。そこでは，経営「合理
化J によって，労働が強化され，人員が削減されながらも，懸命に働く総合商社の従業員の姿
が論述されている。
経営「合理化J に対して，総合商社の従業員は，何らかの抵抗を示さなかったのであろうか。
本書の第 6 章では，総合商社の女性従業員が，経営側の経営「合理化」と女性差別にたいし，
団結して，抵抗してきた歴史が描かれている。そして，その活動が，全国レベル，世界レベル
にまで発展してゆく軌跡を記録している。この点においても，本書の成果は大きししかもそ
れは労働運動の新しい運動形態への展望を示しているということからも注目すべき業績といえ
よう。
第 7 章では，総合商社の経営「合理化」によって推し進められてきた，労働者が自主的に目
標を設定し自立的に目標に向かつて職務遂行をする「裁量労働J について論じ，それの持つ問
題性を明確化している。また，本章においては，総合商社の労働を複合的性格(商業労働，金
融労働，企画・構想労働の性格)をもつものとして，その理論的考察をおこない，総合商社労
働の今日的特徴を明らかにしている。こうした分析をとおして，経営多角化が進む日本大企業
においても，総合商社におけるような複合的労働が必要とされ，みられるようになったという
指摘は，その分析自体の成果とともに注目されるところである。
本書の結論としては，まず，総合商社が経営危機から立ち直り生き残るための方法を論じ，
経営者的視点から生き残り(再生)の条件とパターンを明らかにしている。その上で，現今の
総合商社における労働者切り捨ての経営「合理化J を批判し，国民的視点から社会的に必要と
される総合商社に脱皮することを求めている。
5 むすびにかえて一一本書の残された課題一一
以上，本書の論述をとおして， 1990年代の総合商社を事例として，日本大企業の経営「合理
化J とそのもとでの労働・労使関係の変容についてみてきた。そこでは，従来からの「日本的
経営・労使関係J そのものが，経営「合理化J によって，より強固に資本に従属させられる方
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向で，新しい形に変化させられ，労働・労働条件の悪化や他方における女性労働者の抵抗を招
いたことなどが明らかにされている。本書は，そのような実態を，総合商社従業員一人一人の
生の声を丹念に積み上げることをとおして，事実をもって語らしめた点においても，大きな評
価を与えることができょう。
また，本書は，独自の経営学的分析視角から論理展開をおこないうことによって，総合商社
を事例としながらも，経営学全般に通じる問題提起とその解明をおこなった点に大きな学問的
価値があろう。
最後に，本書の残された課題について論究しておきたい。本書の内容について，守屋氏は，
2000年 6 月に開催された労務理論学会の自由論題の部において「総合商社とグローパル・スタ
ンダード」と題して報告された。その際，フロアーより，幾つかの質問が出されれた。その質
問の中に，本書の残された課題が秘められていよう。
それは， 1 T と総合商社の関連である。 ITは，問屋・卸などの企業間に介在する「中抜き」
をすすめるものであり，本書でも，補論において，ふれられているものの，総合商社経営を論
ずるときには，さらに探究をすすめてゆく必要があろう。この点は，労務理論学会において，
神戸学院大学の稲村毅教授から指摘されたところである。
上記のような諸点は，すでに，守屋氏も，学会報告時に指摘を受け，本書の補論として，展
開されているが，私は，今後さらにその点が展開・発展することを願ってやまない次第である。
